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第１章 はじめに 

 

１．環境報告書のねらい 

この環境報告書は、小金井市環境基本条例第２２条に基づき、令和２年度の年次報告書

として作成するものです。 

環境報告書を作成・発行する大きな目的の一つは、行政と市民がお互いの情報を共有し、

コミュニケーションや協働を可能にすることです。また、情報を提供することにより、環

境保全への関心を喚起し、環境保全活動をより活発にしていくことです。 

また、環境報告書は、環境基本計画の進行管理という役割を担っています。計画に示さ

れた取組の方向に沿って、どれだけの取組が進められ、計画の目標がどれだけ達成されて

いるかを明らかにすることで、取組の改善を図り、計画をより一層推進しようとするもの

です。 

これらの目的から、本報告書では、環境基本計画の枠組に沿って、次のような情報を掲

載します。 

 環境市民会議の活動状況や、その他の市民等の活動状況 

 環境の状況や課題 

 環境保全等の取組の状況 

できあがった環境報告書がコミュニケーションの手段であることはもちろん、環境報告

書の作成プロセス自体も、コミュニケーションの重要な一過程です。情報を収集したり、

取組の成果や課題を確認するために様々な主体が集まったりすることが、貴重なコミュニ

ケーションの場と機会づくりになります。  
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２．環境報告書の位置づけ 

小金井市環境基本条例では、「環境基本計画」を策定すること、環境保全等の取組の実施

状況を点検評価すること、「環境報告書」を毎年度作成・公表することなどを定めています。

この環境報告書の位置づけは次のとおりです。 

 

小金井市の環境保全等における環境報告書の位置づけ 

 

また、環境基本計画に示された環境像（将来像）及び基本目標（分野別目標）は次のと

おりで、この目標体系に沿って、取組の体系と方向が示されています。 

 

環境基本計画の目標体系 

 

小金井市環境基本条例

環境基本計画

環境保全実施計画

環境行動指針

Ｐ（計画）

Ｃ（点検・評価）

環境報告書

Ａ（取組の見直） Ｄ（実施）

小金井市環境マネ 
ジメントシステム 
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（環境基本計画） 

第 9条 市長は、環境の保全等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、市民参 

加により小金井市環境基本計画（以下「環境基本計画」という。）を策定しなければなら 

ない。 

２ 環境基本計画は、環境の保全等について、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(１) 目標 

(２) 施策の方向 

(３) 環境基本計画の推進に必要な事項 

(４) 前３号に掲げるもののほか、環境の保全等に関する必要な事項 

３ 市長は、環境基本計画を定めたとき、又は変更したときは、速やかにこれを公表しな 

ければならない。 

（環境保全実施計画） 

第 11条 市長は、環境基本計画を推進するため、小金井市環境保全実施計画を策定する 

ものとする。 

（環境行動指針） 

第 12条 市長は、環境基本計画に沿って、市、市民及び事業者が、環境の保全等に資す 

る行動をとるための環境行動指針を策定するものとする。 

（点検評価の実施） 

第 21条 市は、本条例の理念に基づく環境の保全等の取組の実施状況を点検及び評価し、 

今後の取組に反映するよう努めなければならない。 

２ 事業者は、自らの事業活動に伴う環境への負荷の実態を把握し、その低減の取組を点 

検するよう努めるものとする。 

（環境報告書） 

第 22条 市長は、環境の状況及び環境基本計画等に基づき実施された施策の状況を明ら 

かにするため、毎年度環境報告書を作成し、これを公表するものとする。 

 

  

小金井市環境基本条例より 
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３．環境報告書の構成と内容 

１、２に示した考え方に基づき、環境報告書は、次のような構成・内容としています。 

 

第１章 はじめに 

この環境報告書のねらい、位置づけなどを示し、小金井市における環境の保全・回復・

創造の取組の中で、本報告書がどのような役割を担っているのかを説明しています。ま

た環境報告書をどのように作成するかについても説明しています。 

 

第２章 環境啓発事業 

環境啓発事業は、市民及び市内事業者等を対象に、環境保全を啓発していくとともに、

環境保全の目標を達成するために、持続可能な社会を構築して良好な地域環境を確保し、

将来世代へ継承するための機運を醸成することを目的として行っています。 

市役所が行っている環境啓発事業について報告します。 

 

第３章 基本計画の取組の進捗状況 

環境基本計画第４章には、小金井市の環境の保全・回復・創造のために進めるべき取

組の方向が体系的・網羅的に示されています。この体系に沿って、環境の状況や取組の

状況を報告します。 

上記の取組は、市が進める施策事業の計画を示す環境保全実施計画で示しています。 

 

第４章 小金井市の環境の状況 

市の環境に関するデータを報告します。 

 

第５章 市役所としての取組 

市役所は、自ら事業者として事務事業活動（オフィス活動や公共事業など）を行って

います。市役所は率先して環境保全活動を進め、地域における事業者や市民の行動を促

す責任があることから、市役所の活動に伴って発生する環境負荷の状況や、市役所が行

っている環境負荷の軽減努力について報告します。 

 

第６章 環境基本計画の推進に関すること 

環境基本計画では、計画を確実に実施していくために、第５章「計画の推進」で、様々

な方法や手段を示しています。環境保全・回復・創造のための直接的な事業ではありま

せんが、これらの方法や手段が確実に実施され、効果的に運用されていくことは、市域

の環境保全等を進めていくうえで大変重要です。そのため、環境基本計画に示されてい

る計画の推進体制等について報告します。 
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第７章 点検評価結果 

環境基本計画に基づく環境保全等の令和２年度取組実績に対する環境審議会からの点

検評価結果等を掲載します。 

 

資料編 

環境報告書本編に係る参考資料等を掲載します。 

 

用語解説 

環境報告書に記載されている用語の解説です。 
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４．環境報告書の作成と報告書を活用した点検評価の仕組み 

環境報告書の作成手順と、報告書を活用した環境基本計画の点検評価の仕組みは次のと

おりです。 

 

 

     環境報告書作成の流れ 

 

 

 

[１]  市（事務局：環境政策課）で、必要な情報を収集し、とりまとめます。 

 環境現況及び取組に関するデータ 

 市の各部局の施策事業の実施状況 

 重点的取組の進捗状況 

 市以外の市民団体、教育機関、事業者等の活動状況 

 

環境報告書の発行 

情報収集 

庁内点検評価案とりまとめ 

 

庁内点検評価 

 

環境報告書案 

 

環境報告書案の審議 

 

次年度以降施策事業 

 

[１] 

 

庁内推進組織 

 

事務局 

 

事務局 

 

事務局 

 

[２] 

 

[３] 

 

[４] 

 

[６] 

 

[５] 

 

環境審議会 
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[２] [１]の報告を受けて、環境基本計画推進本部（庁内推進組織）で、環境基本計画に基

づく取組の進捗を点検評価します。 

 

[３] 収集した情報と市の点検評価結果から、環境報告書案をまとめます。 

 

[４] 環境報告書案を環境審議会に提示し、環境審議会は、環境の状況や取組の実施状況

を評価します。 

 

[５] 環境審議会の評価を反映させた環境報告書を発行します。 

 

[６] 環境審議会の評価結果を、市の各部局に伝え、各部局では次年度以降の施策事業に

反映させます。 
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第２章 環境啓発事業 

取組１ 

○ 環境講座 

まるごと柿づくし 

とき：令和２年１０月３０日（金）、１０月３１日（土） 

会場：小金井市環境楽習館 

主催：小金井市 

企画：ＮＰＯ法人こがねい環境ネットワーク 

講師：浅野 理恵子さん（染色作家） 

    

柿渋や柿の葉の効能、柿の実の様々な加工法など、柿の歴史と用途について学びました。 

（参加者１０名） 

 

四季のくらしを彩る水引あそび 

とき：令和３年２月２２日（月）、２月２３日（火） 

会場：小金井市環境楽習館 

主催：小金井市 

企画：ＮＰＯ法人こがねい環境ネットワーク 

講師：掬花さん（水引作家） 

 

水引の歴史と特徴、基本の結びである「梅結び」を学びました。 

（参加者１４名） 
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取組２ 

○ 環境フォーラム 

  新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止となりました。 

 

取組３ 

〇 クリーン野川作戦 

  新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止となりました。 

 

取組４ 

○ 環境施設見学会 

 新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止となりました。 

 

取組５ 

○ 小金井市環境賞 

小金井市環境賞 

市では、小金井市環境基本条例が制定された、平成１５年度を環境元年と位置づけ、環

境活動に功績のあった市民、市内の団体または事業者の表彰を行っています。 

 令和２年度は推薦がなかったため、表彰を実施しないことになりました。 

 

小金井市環境賞受賞団体（者）一覧（過去１０年間） 

 年  度 受 賞 者(団体・個人) 

第９回 平成２３年度 小金井を美しくする会 

第１０回 平成２４年度 鍔山 英次さん 

第１１回 平成２５年度 中田 啓子さん 

第１２回 平成２６年度 小金井市環境市民会議 

第１３回 平成２７年度 小金井自然観察会 

第１４回 平成２８年度 該当者なし 

第１５回 平成２９年度 山田 啓一さん 

第１６回 平成３０年度 該当者なし 

第１７回 令和元年度 土曜生ごみリサイクル連絡会 

第１８回 令和２年度 該当者なし 
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第３章 基本計画の取組の進捗状況  

 

以下の８項目からなる環境基本計画の基本施策に基づき、各課が進める事業を環境保全

実施計画としてまとめ、実施・点検・評価を行っています。 

本章では、年度終了後に各課より受ける事業の取り組み状況を、実績・自己評価（S：

計画を超えて達成、A：計画どおりに達成、B：実施したが計画に未達、C：未実施）の順

に掲載しています。 

 

１．意識・情報・学習・行動のネットワークをつくる 

環境学習や環境保全活動については、市民団体、大学・学校などの教育機関をはじめと

して、様々な団体や機関が取り組んでいます。こうした様々な主体の連携を図り、環境学

習をさらに深化させ、環境に対する意識の向上や情報の広報・共有化を推進します。また、

市民・市民団体・教育機関・事業者及び小金井市が協力・協働して、小金井らしい創造的

な環境保全行動を実践できる、仕組みづくりと機能を強化していきます。 

こうした取組によって、「環境基本計画」の認知度を高め、市全体が目標達成に向けた行

動を進められるよう、様々な機会を通じて環境学習を取り入れ、環境行動を促進していき

ます。 

【令和２年度の実績と今後の取組】 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止となる取組もありましたが、環境をテーマ

にしたイベントや講座の開催などにより、環境学習の推進や環境に対する意識向上に向け

た取組を継続的に行い、多くの市民の方に参加していただけました。 

今後、より多くの方に参加していただけるよう ICT（情報通信技術）を活用した参加形

態の多様化を検討するとともに、環境学習の推進、環境に対する意識の向上、情報の共有

に向け様々な主体との連携が図られた環境保全活動の更なる促進を目指します。 

 

１－１ 環境学習の推進 

・小金井市全体で環境学習を推進していくため、環境学習に携わっている教育関係者、研

究機関、活動する団体や個人、行政、大学等の教育機関、公民館、環境楽習館などのネッ

トワーク化と連携を強化し、市民・事業者の自主的活動・取組を支援する体制の充実を図

ります。 

・各々の主体が協働して、小金井市らしい環境学習プログラムをつくり、提供していきま

す。 

・誰もが環境学習に取り組めるように、講師リストなどのデータベース化を促進し、利用

しやすい情報発信・広報等を工夫していきます。 
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小金井市全体で環境学習を推進
するため、環境学習に携わって
いる教育関係者、研究機関、活
動する団体や個人、行政、大学
等の教育機関、公民館、環境楽
習館などのネットワーク化と連
携を強化する。

環境フォーラムを継続して開
催し、様々な主体から参加者
を募る。

環境政策課

継続

未実施（新型コロナウイルス感染拡
大防止のため）

Ｃ

市民・事業者の自主的活動・取
組を支援する。

出前教室を開催するととも
に、講師を派遣する。
また、社会教育関係団体登録
を充実させ、活用を促進す
る。

生涯学習課

継続

出前講座の実施回数　7回
新型コロナウイルス感染症の影響の
ため、申込が減少した。 Ｂ

各々の主体が協働して、小金井
市らしい環境学習プログラムを
つくり、提供していく。

環境学習に取り組む様々な主
体の連携を図る。

環境政策課

継続

新型コロナウイルス感染症対策とし
て、対面での会議は行わなかった。
そのため、連携については電話や
メールといった方法にとどまった。

Ｂ

誰もが環境学習に取り組めるよ
うに、講師リストなどのデータ
ベース化を促進して環境学習を
行う人材を把握し、登録と提供
の仕組みをつくり、利用しやす
い情報発信・広報等を工夫す
る。

人材登録制度、講師リスト等
を整備して人材、団体の把握
に努め、市民、学校等の環境
学習活動への派遣要請に対し
て紹介する。

環境政策課
生涯学習課
指導室

継続

環境楽習館での環境講座の開催（2
回）を通じて、人材、団体の把握に
努めた。
（環境政策課）
登録講師の更新手続きを行ったが、
活用に結びつかなかった。
（生涯学習課）
人材登録制度、講師リスト等を整備
して人材、団体の把握に努め、学校
の環境学習活動への派遣要請に対し
て紹介した。
（指導室）

Ｂ

環境学習関連資料の整備・提供
をする。

環境関連の資料を収集し、
テーマ展示等で一般利用者に
紹介するとともに団体貸出等
にも活用する。

図書館
指導室

継続

選書基準に基づき、環境政策に関す
る資料を収集し、提供している。
（図書館）
学習内容に応じて環境学習に資する
資料を収集し、時期に応じてテーマ
展示等を実施した。移動教室など行
事に関係づけた展示は行事自体が中
止となり、実施できなかった。
（指導室）

Ｂ

体験学習や観察会・講座・講習
会を開催する。

成人大学、成人学校、子ども
体験講座の開催や、講演会等
の開催を後援する。

公民館
環境政策課

継続

【本館】①「菜園教室」延べ715
人、②「市民アカデミー（プラス
チックごみ、地球温暖化等
(SDGs)）」30人、③「生きがい広
場（プラスチック問題に私たちがで
きること）」18人、④「はじめての
バードウォッチング」延べ19人
【貫井南分館】「植物観察～身近な
自然を学びましょう～」15人
【東分館】「3Rでつなぐ環境バトン
～今変わるリデュース・リユース・
リサイクル」延べ24人
【緑分館】①「共働夢農園」延べ
170人、②「身近な自然にすむ野生
動物」20人、③「ミツバチとその生
産物」20人
（公民館）
環境講座（2回）を開催したほか、講
演会等を後援（8件）した。
（環境政策課）

Ｂ

環境基本計画の周知・普及に努
める。

ホームページによる周知のほ
か、環境フォーラム等で概要
版を配布する。

環境政策課

継続

第２次小金井市環境基本計画の本編
及び概要版をホームページで公開し
た。新型コロナウイルス感染拡大防
止のため環境フォーラムは中止とな
り、概要版の配布ができなかった。

Ｂ

環境学習に食育の視点を取り入
れて推進する。

野菜・団らん・ふれあい・環
境をキーワードに「小金井ら
しい食生活」のあるひとづく
り・まちづくりを、”
Koganei-Style”として地域
に展開していく。

健康課

継続

Koganei-Styleの地域展開を目指
し、市民ボランティアで運営してい
る小金井市食育ホームページにおい
て、広く市民に普及啓発をする。
編集委員会　年9回実施

Ａ

評価
Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

Ｒ２年度
実施計画

取組項目 具体的内容環境基本計画体系 課名

１－１－２　環境
学習の構想・計画
を深化させ、推進
する

１－１－１　学習
の場、人材、情報
のネットワーク化
と連携を強化する
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１－２ パートナーシップ・ネットワークづくり 

・市民、事業者、市など様々な主体の環境活動をつなぎ、小金井らしい創造的な環境保全

活動を活性化し大きくしていきます。 

・環境市民会議等を通じた団体間のコミュニケーションの促進を図るとともに、様々な主

体がパートナーシップに基づき、連携を強化し、協働して活動を展開していきます。 

・ネットワークづくりのためのコーディネート機能を強化し、市が自らコーディネート機

能を担います。 

・活動を推進するため、リーダー・コーディネーター・ファシリテーターなどの人材育成

を支援し推進します。 

・町会・自治会などの地域コミュニティの中で、人と人との絆を深めることによって環境

保全活動の推進を図ります。 

・地域コミュニティ独自で、または市民活動団体との連携を深化させることによって、新

たな取組を創出していきます。 

・小金井市の環境や暮らしが、広域的なつながりの上に成り立っていることを踏まえ、広

域的な連携を強化し、環境保全に取り組んでいきます。 

 

 

市民、事業者、市などさまざま
な主体の環境活動をつなぎ、小
金井らしい創造的な環境保全活
動を活性化していく。

環境フォーラムの開催等を通
じてさまざまな団体の交流の
輪を広げ、情報共有・意見交
換を行う。

環境政策課

継続

未実施（新型コロナウイルス感染拡
大防止のため）

Ｃ

環境市民会議等を通じた団体間
のコミュニケーションの促進を
図るとともに、様々な主体が
パートナーシップに基づき、連
携を強化し、協働して活動を展
開する。

環境講座、環境学習会、環境
フォーラム、施設見学会等を
様々な主体の協働で開催す
る。

環境政策課

継続

環境講座（2回）を開催した。

Ｂ

１－２－２　市・
市民・事業者の協
働を推進する

ネットワークづくりのための
コーディネート機能を強化す
る。

市内の大学や環境団体との連
携とネットワーク化の強化に
協力する。

企画政策課
コミュニ
ティ文化課
環境政策課
生涯学習課

継続

既に協定を締結済みの6大学等（学芸
大・農工大・法政大・亜細亜大・武
蔵野大・総合学院テクノスカレッ
ジ）と継続して連携した。
（企画政策課）
こがねい市民活動団体リストを更新
した。
（コミュニティ文化課）
環境市民会議を通じて様々な主体の
連携を図った。
（環境政策課）
小金井市、小平市、国分寺市と学芸
大学子ども未来研究所で連携して、3
市連携講座を実施している。小金井
市では全8回実施した。
（生涯学習課）

Ｂ

１－２－３　地域
コミュニティを活
性化する

地域コミュニティの中で、人と
人との絆を深めることによって
環境保全活動の推進を図り、ま
た、地域コミュニティ独自で、
または市民活動団体との連携を
深化させることによって新たな
取組を創出する。

地域コミュニティを基盤とし
た環境活動の支援、地域コ
ミュニティと市民活動団体と
の連携に協力する。

環境政策課

継続

新型コロナウイルス感染拡大によ
り、環境活動を実施することが難し
い状況だったため、連携に協力でき
なかった。

Ｃ

１－２－４　広域
的な連携を推進す
る

広域的な連携を強化し、環境保
全に取り組んでいく。

環境に関連した各種協議会に
参加するとともに、周辺地域
（近隣自治体等）へ環境
フォーラム等の開催案内を発
信する。
また、野川流域の自治体や環
境団体などとの交流に協力す
る。

環境政策課

継続

東京都市環境・公害事務連絡協議会
（東京都環境局担当課長職者、多摩
26市環境政策担当部署課長職者出
席）や野川流域連絡会・野川流域環
境保全協議会等への参加を通じて他
市や野川流域の自治体と連携し、情
報交換を行った。

Ｂ

評価環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

１－２－１　環境
保全活動のネット
ワーキングとコー
ディネートを推進
する
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１－３ 情報の積極的な活用 

・環境情報を継続的に収集し、データベース化を進め、あらゆる主体が活用しやすい形で

公開・提供する仕組みづくりを推進していきます。 

・「環境基本計画」の認知度を高め、市全体が目標達成に向けた行動を進められるよう、様々

な広報手段によって、あらゆる主体に情報提供を行っていきます。 

・「環境基本計画」の認知度・理解度を向上させるため、誰もが利用しやすい効果的な情報

発信・広報など様々な手段について、時期・場所・方法等を工夫していきます。 

・市民のライフスタイルの多様化にあわせた効果的な情報発信の方法について検討してい

きます。 

・多くの市民・事業者が小金井市の環境に興味が湧くような情報の提供によって、環境活

動が始まる手助けを強化していきます。 

 

 

 

  

環境情報を継続的に収集し、
データベース化を進め、あらゆ
る主体が活用しやすい形で公
開・提供する仕組みづくりを推
進する。

ホームページに掲載する情報
については、クイックイン
デックス等を利用し、利用者
から見やすい環境整備を進め
る。

環境政策課

継続

環境講座、大気汚染情報、放射能関
連情報等をホームページ等で情報発
信した。

Ａ

環境基本計画の認知度を高め、
市全体が目標達成に向けた行動
を進められるよう、様々な広報
手段によって、あらゆる主体に
情報提供を行っていく。

ホームページ・公民館・図書
館などの市施設に加え、ＪＲ
駅などにも広報紙を設置し、
より広く市政情報の提供に努
める。

環境政策課
広報秘書課

継続

新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため環境フォーラムは中止となり、
概要版の配布ができなかった。
（環境政策課）
広報紙は例年通り、月2回計24回発
行し、いずれの号も市施設およびＪ
Ｒ両駅に設置した。
また、ホームページについては、従
来のＰＤＦ版だけではなく、視覚障
害者向けに、市報が音訳された「声
の広報」も掲載している。
（広報秘書課）

Ｂ

環境基本計画の認知度・理解度
を向上させるため、効果的な情
報発信・広報など様々な手段に
ついて工夫する。

環境フォーラム・環境講座等
を通じて環境基本計画に関す
る情報発信を行うとともに、
概要版の配布等によって認知
度・理解度を高める。

環境政策課

継続

環境フォーラム等の機会を利用して
概要版を配布はできなかったが、第
３次小金井市環境基本計画策定の中
の取組としてワークショップを行う
等、環境基本計画について情報発信
を行った。

Ｂ

市民のライフスタイルの多様化
に合わせた効果的な情報発信を
検討する。

ホームページ等で情報発信す
る。

環境政策課

継続

環境保全に関する様々な情報、市主
催の環境イベントの告知等を、ホー
ムページ、市報、チラシの公共施設
への設置等で情報発信した。

Ａ

市内の自然環境や生きものに関
する情報を提供する。

湧水調査をし、結果を環境報
告書等に記載する。

環境政策課

継続

4か所、年2回6月、12月に実施し
た。（調査結果は45ページに掲載） Ａ

環境行動指針を普及、啓発す
る。

ホームページでの周知及び環
境関連のイベント時に概要版
を配布する。

環境政策課

継続

ホームページで周知した。

Ｂ

市民・事業者が小金井市の環境
に興味が湧くような情報の提供
によって、環境活動が始まる手
助けを強化する。

団体と協働して、催事場等で
の啓発グッズの配布を行う。
また、商工会等を通じて、事
業者への環境基本計画の周知
を図る。

環境政策課

継続

新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため環境フォーラムは中止となり、
概要版の配布ができなかった。

Ｃ

市民団体等が保有する環境情報
を集約する仕組みづくりに取り
組み、協働・連携して活動に取
り組む主体間での情報共有を図
る。

環境活動を行う団体間のネッ
トワークの構築を目指す。

環境政策課

継続

環境講座の開催を通じて、環境活動
を行う団体間のネットワーク構築に
寄与した。 Ｂ

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価

１－３－１　環境
情報を収集・整備
し、提供する

１－３－２　効果
的な情報発信を工
夫する

１－３－３　情報
を行動に結びつけ
るコーディネート
を推進する
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２．緑を守り育てる 

小金井市は、国分寺崖線（はけ）と一体となった樹林地、玉川上水、小金井公園をはじ

めとする幾つもの公園、また農地、屋敷林など緑に恵まれています。 

しかし、農地・屋敷林などの緑は減少を続けており、将来的に緑豊かな小金井を継承し

ていくためには、いくつもの課題があります。減少が続く農地・屋敷林などの緑は、あら

ゆる方策を活用しながら小金井市全体の財産として残していかなければなりません。 

また、公園や樹林地を適切に管理し、緑の質を向上させることが重要です。 

緑には、良好な景観形成、水循環の保全、生きものの生息場所の提供、気温上昇抑制な

どの気候緩和をはじめ多面的な機能があり、他の基本目標にも関わっています。すべての

主体が協力し合って、大切な緑を保全・回復していきます。加えて、「第４次小金井市基本

構想」の『みどりと環境プロジェクト』－【みどりの創出】に取り組んでいきます。 

【令和２年度の実績と今後の取組】 

地域コミュニティの活性化や賑わいを創出するため道草市を２回開催し、採れたての地

場産野菜等の販売や芋ほり体験等を通じた市民との交流や地場産の野菜等のアピールを行

いました。３回以降の開催については、市の委託事業ではなく、商業・農業・介護・子育

ての関係者が中心となり自主的に取組みを進めています。 

農家の後継者不足や、令和４年度に多くの生産緑地がいつでも買取り申し出が可能にな

ることにより、農地の減少も見込まれることから、特定生産緑地制度や生産緑地を円滑に

貸借できる制度の説明を農業従事者等に行う等、都市農地の保全を図り、小金井市にふさ

わしい緑の保全、創出に努めていきます。 

 

２－１ 緑の保全 

・小金井市の特徴ある景観を形成している崖線と緑地は、地形と一体で保全していきます。 

・大規模な公園緑地などの永続性が保証された緑地については、適切な管理や整備を継続

していきます。 

・所有者の理解を得ながら、ヒートアイランド現象の緩和や火災等に対する減災の面から

も見直されている農地や屋敷林等の民有地の緑を保全していきます。 

・民有地の緑の保全に効果のある既存制度の活用に加えて、支援のあり方を検討していき

ます。 

・緑の現状について、継続的な把握・広報等に努め、市民などに緑の保全の重要性を理解

してもらう啓発活動を推進していきます。 

・小規模な公園などで、適切な管理が必要なところについては、市民参加による公園など

の管理（アダプトプログラム）を普及・啓発していきます。 

・公共施設敷地内への植樹を推進するとともに、民間の大規模施設においても事業者の理

解を得ながら緑化を促進し、新しく緑を増やしていきます。 
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２－２ 緑の創造 

・減少傾向にある緑を確保するため、緑の連続性に配慮した新たな公園緑地の確保や、ま

ちづくり施策の中でも、計画的な公園整備を進めていきます。 

緑の基本計画の推進等により、
小金井市の特徴ある景観を形成
している崖線やまとまった緑地
を地形と一体で保全する。

国分寺崖線の緑が面的に確保
されるように努め、緑と景
観、湧水の保全が図られるよ
うにする。

環境政策課

継続

国分寺崖線の公共緑地の適切な維持
管理をし、緑地と景観の保全を図っ
た。 Ａ

大規模な公園緑地などの永続性
が保証された緑地について、適
切な管理や整備を継続してい
く。

安全性を保ち、快適に使用で
きるよう管理に努める。

環境政策課

継続

過度に大木化した樹木や隣接する住
宅に近接する樹木の伐採や剪定等を
行い、安全確保の観点から適切な維
持管理に努めた。特に築樋緑地及び
白樫緑地の樹木の伐採を行った。

Ａ

所有者の理解を得ながら、ヒー
トアイランド現象の緩和や火災
等に対する減災の面からも見直
されている農地や屋敷林等の民
有地の緑を保全していく。

保全緑地活用、市民緑地制度
を検討する。

環境政策課
農業委員会

継続

環境緑地・公共緑地の減少はなかっ
た。保存樹木は3件4本を新規で指定
した。
平成31年1月より特定生産緑地の指
定申請を開始し、市内の農地の長期
的な保全を図った。対象となる農地
のうち8割程度が特定生産緑地の指定
申請済み。
（環境政策課）
■農家支部別座談会
（新型コロナウイルス感染拡大防止
により書面開催）
（農業委員会）

Ｂ

民有地の緑の保全に効果のある
既存制度の活用に加えて、支援
のあり方を検討していく。

保存樹木指定・保存生垣指定
制度を啓発し活用する。

環境政策課

継続

保全緑地制度の案内を作成し、市内
の高校や事業所等に周知活動を行っ
た。

Ｂ

緑の現況に関する調査をする。 緑の現況把握調査を継続す
る。
また、基礎データの蓄積を図
り、緑化に関する普及・啓発
に活用する。

環境政策課

継続

令和元年度に緑の基本計画策定に伴
い緑の基礎調査を実施したため、令
和2年度は実施していないが、ホーム
ページにて周知をした。 Ｂ

緑の現状について、継続的に把
握し、広報等に努め、市民など
に緑の保全の重要性を理解して
もらう啓発活動を推進する。

住民・事業者に緑の実態を広
報し、保有者に対して保全を
働きかける。

環境政策課

継続

事業者への保全緑地制度の広報を実
施し、緑の保全を働きかけた。ま
た、計画の改定に伴い、親子を対象
とした環境ワークショップを開催し
た。

Ａ

宅地開発等指導要綱により緑地
を保全する。

まちづくり条例に規定する指
定開発事業を行う場合、敷地
面積の３％又は６％の緑地・
公園を設置する。

まちづくり
推進課
環境政策課

継続

公園緑地の設置対象案件：0件
（まちづくり推進課）
指定開発事業のうち中高層建築物に
ついて、公園緑地の負担割合を3％を
5％へ、6％を8％へ変更し、緑地保
全を推進する要綱改正を行った。
（環境政策課）

Ｂ

市民や専門家と連携し、緑地の
保全・整備方針を検討する。

緑地保全対策審議会での検討
や環境市民会議との連携など
多面的な連携を進めていく。

環境政策課

継続

緑地保全対策審議会を3回、緑の基本
計画策定委員会を5回開催し、みどり
の基本計画の改定に伴い、緑地保全
の具体的な取組の検討を行った。

Ａ

小規模な公園などで、適切な管
理が必要なところについては、
市民参加（ボランティア）によ
る公園等の管理（アダプトプロ
グラム）を普及・啓発する。

市民参加による公園等の管理
を検討し、清掃、剪定、花壇
の維持等をボランティアの協
力を得て推進する。

環境政策課

継続

花壇ボランティア7団体、公園清掃ボ
ランティア15団体、剪定ボランティ
ア1団体が活動を行った。

Ａ

市民緑地制度の活用の可能性を
検討する。

土地所有者の要望に基づき緑
の基本計画の緑地の保全の施
策に沿うものを検討する。

環境政策課

継続

みどりの基本計画の改定に伴い、市
民緑地制度の活用について検討した
が、具体的な活用には至らなかっ
た。

Ｂ

公共施設敷地内への植樹を推進
するとともに、民間の大規模施
設においても事業者の理解を得
ながら緑化を促進し、新しく緑
を増やしていく。

公共施設の建設・改修工事の
際には緑化を促進する。
また、民間の大規模施設にお
いては環境配慮指針によって
緑地等の確保に向けた指導を
行う。

関係各課

継続

東京都苗木生産供給事業を活用し、
公共施設に新たに植樹を行った。（8
施設1,122本）
また、民間の大規模な開発において
は、環境配慮指針に則り公園緑地等
の設置を指導した。
（環境政策課）

Ａ

雑木林の保全を継続する。 環境緑地・公共緑地を継続し
て保全する。

環境政策課

継続

環境緑地：47,795.21㎡
公共緑地：4,150.76㎡ Ａ

評価環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

２－１－１　永続
的でまとまった緑
地を保全する

２－１－３　緑を
適切に管理し、活
用を推進する

２－１－２　民有
地の緑を保全する
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・敷地や建物の緑化などを積極的に推進するために、助成などの啓発活動を実施していき

ます。 

・緑を創造する取組にあたっては、緑の連続性、水との一体性の確保、在来種による緑化

など地域の生態系に望ましい植物選びなどに配慮していきます。 

 

 

２－３ まちづくりにおける農の活用 

・農業者や農業団体、市民などが連携して、まちづくりに農を位置付け、農業者が長期的

な展望とやり甲斐を持って農業を続け、市民も緑の保全、地下水涵養、地産地消の新鮮で

安心なおいしい食材の確保、土にふれる機会を得るなどの様々な恵みを享受できるように

します。 

・農業者と一般市民とが顔の見える関係を大切にしながら、農業の担い手の支援や援農、

交流を活発化し、営農の難しい農地は市民農園や体験型市民農園として存続に取り組みま

す。 

・生物多様性と文化多様性の保全の観点から極めて重要な農作物や園芸作物の在来品種の

保存に取り組んでいきます。 

・小金井市の食料自給率を高める役割に加えて、農産物の流通による環境負荷の低減に寄

与するため、野菜等の農作物の地産地消を促進させ、農地の保全・維持と地域の食文化の

保全を推進します。 

 

減少傾向にある緑を確保する
ため、緑の連続性に配慮した
新たな公園緑地を確保する。

公園整備事業によって緑
地を継続して確保する。

環境政策課

継続

小長久保公園の一部土地
（337.07㎡）について、小金井
市土地開発公社に先行取得を依頼
した。

Ａ

まちづくり施策の中で、計画
的な公園整備を進めていく。

土地区画整理事業で、適
切な公園整備を図る。

区画整理課

継続

土地区画整理事業の進捗状況か
ら、公園整備の具体的な検討に至
らなかった。 Ｃ

沿道や遊歩道などの植栽や街
路樹など連続性をもたせるよ
うなまちづくりをする。

都市計画道路の整備に当
たっては、歩道に植樹帯
等を設け、街路樹を植栽
する。

道路管理課

継続

都市計画道路3・4・3号線
サツキ110株を植樹した。

Ａ

敷地や建物の緑化などを積極
的に推進するために、助成な
どの啓発活動を実施してい
く。

生け垣造成奨励金により
助成する。

環境政策課

継続

市報で年2回の周知を行い、生け
垣造成奨励金交付申請が2件（28
ｍ）あった。 Ａ

公共施設の整備にあたって
は、敷地などの緑化を推進す
る。

公共施設の建設・改修工
事の際には緑化を促進す
る。

関係各課

継続

二枚橋焼却場跡地に整備する不
燃・粗大ごみ積替え・保管施設に
ついては、発注仕様書に基づき緑
地帯を設計に反映した。
（ごみ対策課）

Ａ

緑を創造する取組にあたり、
緑の連続性、水との一体性の
確保、在来種による緑化など
地域の生態系に望ましい植物
選びなどに配慮する。

指定開発事業にあたっ
て、都策定の「植栽時に
おける在来種選定ガイド
ライン」を参考にし、緑
化の協議を行っていく。

環境政策課

継続

指定開発事業における緑化は「植
栽時における在来種選定ガイドラ
イン」を参考に指導した。

Ａ

大型店舗や集合住宅などの駐
車場等の緑化を促す。

指定開発事業にあたって
は、小金井市環境配慮計
画書の提出を事業者に求
め緑化を促す。

環境政策課

継続

小金井市環境配慮指針に基づき、
敷地面積から建物面積を除いた面
積の20％以上の宅地内緑化につ
いて、計画書の提出を求め、指導
した。

Ａ

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実
施内容等）

評価

２－２－２　緑
化を推進する

２－２－１　新
たな公園緑地等
を確保する
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農業者や農業団体、市民などが
連携して、まちづくりに農を位
置づけ、農業者が長期的な展望
とやり甲斐を持って農業を続
け、市民も緑の保全、地下水涵
養、地産地消の新鮮で安心なお
いしい食材の確保、土にふれる
機会を得るなどの様々な恵みを
享受できるようにする。

認定認証農業者に対する補助
制度の充実や、東京都の都市
農業に関する補助制度を積極
的に活用し、長期的かつ安定
的な農業経営の確立を目指
す。

経済課
農業委員会

継続

■認定・認証農業者支援
　申請数：7農家
　執行額：2,665千円
　

■都市農業活性化支援事業
　申請者：0件
　

Ｂ

農業の担い手の支援・育成をす
る。

年間を通じ簿記講習会等を行
い、農業経営の効率化を図
る。
認定農業者となった者から担
い手支援を図っていく。

経済課
農業委員会

継続

■認定・認証農業者支援
　申請数：7農家
　執行額：2,665千円
　
■簿記講習会
　開催：4回
　参加者：延べ15人

■都市農業活性化支援事業
　申請者：0件

Ｂ

生産緑地を保全する。 都市計画公園と重複している
箇所は、積極的な取得に努
め、公園として整備を図る。
生産緑地法等の改正に伴い生
産緑地地区の指定基準が緩和
されたため、農業者に積極的
に周知を行い、追加指定によ
る生産緑地地区の増加を図
る。また、「都市農地の貸借
の円滑化に関する法律案」が
成立し、貸借が可能となった
場合は、農園の開設等の対策
を講じ保全していく。

環境政策課
農業委員会

継続

生産緑地の追加指定について、支部
座談会等を通じて周知を図り、4件
（1,075.87㎡）の申請があった。
（環境政策課）
■都市農地の貸借の円滑化に関する
法律による農地の貸借：1件
（農業委員会）

Ａ

農地の保全に関する先進事例を
調査・研究し、農地の保全・活
用方策を検討する。

都市農地を有する自治体で構
成する都市農地保全推進自治
体協議会にて、都市農地の保
全・活用の調査・研究を推進
する。また、「都市農地の貸
借の円滑化に関する法律案」
成立後の具体的な方策につい
て検討していく。

経済課
農業委員会

継続

■都市農地保全自治体フォーラムの
開催
（新型コロナウイルス感染拡大防止
により中止）

■都市農地の貸借の円滑化に関する
法律による農地の貸借
　貸借件数：1件

Ｂ

農業者と一般市民とが顔の見え
る関係を大切にしながら、市民
と農業者の連携による援農、交
流を活発化する。

体験型市民農園を通じ、農業
への理解と興味を育み、農業
者と市民との交流を深める。
また、平成29年度から本実
施となった援農ボランティア
事業を活用し、担い手不足等
の課題を解決していくととも
に市民と農業者の連携、交流
を図っていく。

経済課
農業委員会

継続

■体験農園
農園数：2農園
区画数：90区画
面積：4,489.46㎡

■援農ボランティア事業
参加者数：11人
認定者数：7人

■道草市
開催：2回

Ａ

営農の難しい農地を市民農園や
体験型市民農園として存続に取
り組む。

引続き農園事業に取組む。ま
た、「都市農地の貸借の円滑
化に関する法律案」が成立
し、生産緑地の貸借が可能と
なれば、生産緑地においても
市民農園の開設が可能となる
ため積極的に営農困難な農地
を農園事業として活用してい
く。

経済課

継続

■市民農園
農園数：4農園
区画数：164区画
面積：3,070.37㎡
内容：市民が農作業を通じて土に親
しみ，生産の喜びを味わうなど余暇
生活の実現に貢献した。

Ａ

農薬や化学肥料の使用を抑えた
環境保全型農業事業を促進す
る。

東京都エコ農産物認証制度を
利用し、減農薬と減化学肥料
に取り組む。

経済課
農業委員会

継続

■東京都エコ農産物認証制度
新型コロナウイルス感染拡大防止に
より支部別座談会を中止したことか
ら、事業説明ができなかった。

Ｃ

２－３－２　農作
物や園芸植物の在
来品種を保全する

生物多様性と文化多様性の保全
の観点から極めて重要な農作物
や園芸作物の在来品種の保存に
取り組む。

農業祭や料理教室等のイベン
トを通じ江戸東京野菜のＰＲ
を行う。また、江戸東京野菜
生産農家と市内飲食店を結び
つけ、飲食店において使用で
きる環境整備を行う。

経済課
農業委員会

継続

■農業祭での江戸東京野菜のPR展示
（新型コロナウイルス感染拡大防止
により中止）

Ｃ

２－３－１　農地
を保全・活用する

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価
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３．地下水・湧水・河川の水循環を回復する 

小金井市の自然環境の第一の特徴は、野川、玉川上水などの豊かな生態系や景観を形成

する水辺環境です。中でも野川は、水のきれいさと親水性を考慮した河川整備により、市

民の憩いの場所であるとともに市民の環境保全活動の拠点になっています。 

一方、都市化の進展は、水の循環に大きな影響を与えています。例えば、湧水を源流と

する川になった野川は、雨が少ないと瀬切れが発生することがあり、流量の減少は大きな

課題となっています。また、一定量以上の降雨時には、下水道からの越流水が野川に排水

されるため、水質に悪影響を及ぼすという問題が残されています。 

今後も、引き続き地下水・湧水・河川のモニタリングを継続するとともに、市民等の地

下水に関する関心や理解をさらに深めていきます。また、市民・事業者等とともに水辺の

あり方や水利用のあるべき姿を考え、水循環の回復・実現に向けて連携を強化して、協働

による取組を進めていきます。 

【令和２年度の実績と今後の取組】 

定期的な地下水・湧水の水質モニタリングを継続して行い、ほぼ例年通りの結果を得ま

した。地下水位測定については、令和元年度から市内１１か所の地下水位測定を開始し、

令和２年度も引き続き実施しました。また、令和２年度で計画期間の満了を迎える地下水

及び湧水の保全・利用に係る計画にかわる新たな計画を策定しました。 

この新たな計画に沿って、今後も地下水・湧水の現状把握に努め、水循環の回復・実現

に向けて取り組んでいきます。 

 

３－１ 地下水・湧水に関する現況把握 

・定期的な地下水・湧水の水質モニタリングを継続していきます。 

・市民・大学等の研究機関との連携を強め、定期的・継続的なモニタリング体制を充実し

ていきます。 

・地下水・湧水についての情報を収集・整理し、情報提供していきます。 

農家・大学・市民団体が連携
し、地場産の農作物と食文化や
地域行事との関わりを伝承して
いく。

農家・大学・市民団体が共に
取り組めるイベント等を模索
する。

経済課
農業委員会

継続

■農業祭
（新型コロナウイルス感染拡大防止
により事業を中止）

■道草市
開催：2回

Ｂ

小金井市の食料自給率を高める
役割に加えて、農産物の流通に
よる環境負荷の低減に寄与する
ため、地場野菜の利用・流通支
援等により野菜等の農作物の地
産地消を促進させ、農地の保
全・維持と地域の食文化の保全
を推進する。

一日生活教室を通じ、地場野
菜を使った料理講習会を引き
続き実施していく。また、学
校給食の地場野菜の導入率を
高めるため、栄養士と農家の
打合せ等の調整について協力
する。

経済課
農業委員会

継続

■料理講習会
　開催回数：0回
　参加人数：0人
（新型コロナウイルス感染拡大防止
から事業を中止）

■給食会議
　開催回数：2回

■庭先販売所マップ
　市報掲載：7/1号

Ｂ

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価

２－３－３　食糧
の自給と安全性を
確保する
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３－２ 地下水・湧水の保全 

・地下水・湧水を保全するため、さらなる雨水浸透ます等の設置の促進や、道路の雨水浸

透性舗装の採用等の取組を推進していきます。 

・雨水貯留施設（雨水タンク）設置等の市民・地域の取組の支援を継続していきます。 

・地下構造物の建設によって、地下水の流れに影響が出ないように、「小金井市の地下水及

び湧水を保全する条例」に基づき、工事等による地下水への影響をチェックしていきます。 

・定期的な地下水の水質モニタリングにより、地下水質に影響のおそれのある事業活動等

に対する監視・規制や指導を徹底していきます。 

 

 

 

地下水水質の定期的な調査・監
視をする。

定点での定期的な水質の検査
をする。

環境政策課

継続

13か所、年4回7月、9月、11月、
2月に実施した。（調査結果は44
ページに掲載）

Ａ

定期的な湧水調査をする。 ３か所の湧水調査を行ってい
る。

環境政策課
継続

4か所、年2回6月、12月に実施し
た。（調査結果は45ページに掲載） Ａ

定期的・継続的なモニタリング
を可能にするため市民・研究機
関等との連携など必要な仕組み
を整える。

環境市民会議や東京都土木技
術センターの井戸・湧水調査
と連携・協力を行う。

環境政策課

継続

市内11か所の地下水位測定を12回
行った。（調査結果は45ページに掲
載） Ａ

３－１－２　地下
水･湧水について
の情報を蓄積し、
提供する

地下水・湧水についての情報収
集・整理・分析を行い、調査
データを蓄積してホームページ
等で情報発信する。

井戸１４地点湧水１地点の水
質測定を年４回行い、地下水
保全会議等を通じて結果を分
析している。

環境政策課

継続

井戸13か所年4回、湧水4か所年2回
の水質測定を実施した。また、地下
水保全会議（年3回7月、11月、3月
実施）では、水収支の分析を行っ
た。（調査結果は44、45ページに
掲載）

Ａ

評価環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

３－１－１　地下
水･湧水の現況を
把握する

地下水・湧水を保全するため、
雨水浸透施設等設置を促進す
る。

市民に設置に係る支援の情報
を広報して設置の協力をお願
いし、昭和６３年８月以前の
建築物を既存建物とし、助成
金を交付する。

下水道課

継続

市民に設置に係る支援の情報を広報
して設置の協力をお願いし、昭和63
年8月以前の建築物を既存の建物と
し、助成金を交付した。
申請件数3件・浸透ます8個

Ｂ

地下水・湧水を保全するため道
路の雨水浸透性舗装の採用を推
進する。

歩道舗装を透水性舗装にする
ことで、道路雨水の浸透を促
進する。

道路管理課

継続

市道1号線に透水性アスファルト50
㎡を舗装した。
都市計画道路の整備の際に透水性ILB
374㎡を舗装した。

Ａ

雨水タンク設置を支援し、促進
する。

雨水貯留施設設置費補助制度
の広報に努め、設置率の向上
を図る。

環境政策課

継続

引き続きホームページに掲載し、市
報で情報提供を行った。
8件　158,360円 Ａ

３－２－２　地下
水脈の分断を防止
する

地下構造物の建設によって、地
下水の流れに影響が出ないよ
う、地下水及び湧水を保全する
条例に基づく地下水影響工事に
係る書類を提出させ、工事等に
よる地下水への影響をチェック
していく。

開発事業等による地下水への
影響について、ボーリング調
査データ等から状況を把握す
るとともに、提出された書類
に基づき地下水保全会議の意
見を聴き、必要に応じて地下
水への配慮を求める通知を行
うなどして影響の未然防止に
努める。

環境政策課

継続

地下水への影響が懸念される開発事
業等については、事業者にボーリン
グ調査データ、杭状図などの資料の
提出を依頼し、提出を受けた書類を
元に地下水保全会議に意見を伺っ
た。
また、必要に応じて地下水影響工事
の届出の提出を依頼している。（令
和2年度0件）

Ａ

３－２－３　地下
水質を保全する

定期的な地下水の水質モニタリ
ングにより、地下水質に影響の
おそれのある事業活動に対する
監視・規制や指導を徹底してい
く。

井戸１４地点湧水１地点の水
質を年４回測定することに
よって水質監視を継続すると
ともに、開発工事事業者・市
民等に地下水保全条例の周知
を継続する。

環境政策課

継続

水質測定を井戸13か所は、年4回7
月、9月、11月、2月に、湧水4か所
は、年2回6月、12月に実施した。
また、開発における工事には、小金
井市の地下水及び湧水を保全する条
例を周知した。（調査結果は44、
45ページに掲載）

Ａ

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価

３－２－１　地下
水位を確保する
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３－３ 河川環境の保全 

・市民・行政・専門家等が協働し、都や流域自治体などへも働きかけながら、野川をはじ

めとする河川において、流量を安定的に確保する取組を推進していきます。 

・生活排水の流入がなくなり、改善された野川の水質を今後も良好な状態のまま保ちます。 

・一定以上の降雨時における下水越流水の河川流入による水質汚濁の防止に努めます。 

・研究機関や市民団体と協働で、流量減少による生物への影響把握や保全・回復に向けた

検討を進めます。 

 

 

３－４ 地下水・湧水生態系の保全 

・崖線からの湧水量を確保するために重要な働きをしている、崖線緑地を保全していきま

す。 

・年間を通じて安定的な水温を保ち、独特な生きものが生息する湧水生態系を、崖線緑地

等と一体的に保全していきます。 

 

 

３－５ 水の循環的利用 

・家庭（日常生活）や事業所活動における節水の重要性を啓発し、節水行動を促進します。 

・公共施設や大規模施設での中水利用を検討します。 

・雨水を貯留し、散水などへの利用を実践していきます。 

３－３－１　河川
流量の安定的な確
保に向けて協働す
る

市民・行政・専門家等が協働
し、都や流域自治体などへも働
きかけながら、野川をはじめと
する河川において、流量を安定
的に確保する取組を推進する。
また、雨水浸透や雨水貯留によ
る節水等の取組を促進させる。

雨水や用水の導入等、河川流
量を増やす方策を検討する。
助成金や設置費補助制度によ
り雨水浸透ますや雨水貯留施
設の設置を促進する。

環境政策課
下水道課

継続

■雨水貯留施設
8件　158,360円
（環境政策課）
雨水浸透ますについて、昭和63年8
月以前の既存建築物に設置する場
合、助成金を交付した。
申請件数3件・浸透ます8個
（下水道課）

Ｂ

生活排水の流入がなくなり、改
善された野川の水質を今後も良
好な状態のまま保つ。

市民・事業者・市民団体等と
行政が協働して、河川の一斉
清掃などを定期的に実施す
る。

環境政策課

継続

6月と11月に野川の水質調査を実施
した。（調査結果は43ページに掲
載） Ｂ

一定以上の降雨時における下水
越流水の河川流入による水質汚
濁の防止に努める。

道路上に雨水浸透ますを設置
することにより、下水管きょ
への雨水流入を抑制してい
く。

下水道課

継続

浸透ます設置38箇所

Ａ

研究機関や市民団体と協働で、
流量減少による生物への影響把
握や保全・回復に向けた検討を
進める。

関係する近隣市や関係機関と
協力して、河川等の再生に取
り組む。

環境政策課

継続

野川流域連絡会、野川流域環境保全
協議会、多摩川流域協議会などを通
じて、近隣市や関係機関と連携して
取り組んだ。

Ａ

評価環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

３－３－２　河川
水質を良好に保つ

３－４－１　崖線
緑地を保全する

崖線からの湧水量を確保するた
めに重要な働きをしている、崖
線緑地を保全する。

国分寺崖線の緑が面的に維
持・確保されるよう努めると
ともに、湧水にいたる地下水
の流れが妨げられないよう地
下水保全条例を運用する。

環境政策課

継続

国分寺崖線の緑地について、保全緑
地制度を活用して環境緑地
（40,620.16㎡）、公共緑地
（4,150.76㎡）の保全に努めた。 Ａ

３－４－２　崖線
緑地に育まれた湧
水生態系を保全す
る

年間を通じて安定的な水温を保
ち、独特な生きものが生息する
湧水生態系を、崖線緑地等と一
体的に保全する。

生物多様性の確保に重要な湧
水生態系の生きもの調査を、
団体との連携や市民参加で継
続する。

環境政策課

継続

4か所、年2回6月、12月に実施し
た。（調査結果は47ページに掲載）

Ａ

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価
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・災害時利用のための井戸の管理を徹底していきます。 

 

 

３－６ 市民等の啓発と連携 

・地下水や湧水の保全には、市民の参加・協働が不可欠であるため、地下水や湧水に関し

てわかりやすい形で情報提供を行っていきます。 

・市民等が参加するモニタリング、学習会、環境保全活動を行い、地下水・湧水・河川へ

の関心や理解を高め、環境保全活動を発展させていきます。 

 

 

４．自然環境を一体的に保全する 

現状、小金井市の自然環境は、東西には玉川上水と五日市街道沿い、また国分寺崖線と

野川沿いに、水辺と緑が一体となって帯状につながっています。しかし、南北には水辺と

緑のつながりはなく、かつてあった湧水や用水とその周辺の緑も、次第に減少しています。 

崖線・緑・湧水の一体的な保全、大規模公園・緑地・大学などの緑・住宅地の緑のネッ

トワーク化などを実現することは、市民にとっては良好な自然を享受できる生活環境を形

成することであり、そこに住む生きものにとっては生物多様性の維持にもつながります。 

また、東京都の「緑施策の新展開～生物多様性の保全に向けた基本戦略～」を踏まえて、

生物多様性保全計画の立案等に係る取組についても検討していきます。 

【令和２年度の実績と今後の取組】 

現存する緑の適切な維持管理や湧水の生きもの調査などが継続的に実施され、市民への

３－５－１　節水
を推進する

日常生活や事業活動における節
水の重要性を啓発し、節水行動
を促進する。

環境行動指針の啓発などを通
じ節水意識の向上と実践に努
める。

環境政策課

継続

希望する市民に環境行動指針を配布
すると共に、全職員に環境マネジメ
ントシステムハンドブックを配布
し、節水を呼び掛けた。

Ａ

公共施設や大規模施設での中水
利用を検討する。

新設する公共施設の建設計画
にあたっては、できる限り中
水利用施設の設置を計画す
る。

関係各課

継続

新設する公共施設の該当がなかった
ため、設置及び計画実績なし。

Ｃ

雨水を貯留し、散水などへの利
用を実践する。

雨水貯留施設設置費補助制度
により、設置率の向上に努め
る。

環境政策課

継続

補助金により雨水貯留施設の設置を
推進した。8件　158,360円

Ａ

３－５－３　地下
水の適正利用に向
けた環境を整える

災害時利用のための井戸の管理
を徹底する。

防災井戸や災害用井戸を適正
に管理する。

地域安全課

継続

防災井戸は年1回（2月）の保守点検
及び水質検査を実施、災害用井戸
（38件）は年1回（1月）水質検査
を実施した。2箇所で採水不可、9箇
所で飲用として適さないとの結果が
あったため、10箇所は経過観察、1
箇所は協定解除することとした。

Ａ

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価

３－５－２　用途
に応じた合理的な
水利用を推進する

地下水や湧水に関する情報を市
民に提供する。

地下水・湧水についての情報
収集・整理・分析を行い、調
査データをホームページ等で
情報発信する。

環境政策課

継続

井戸13か所年4回、湧水4か所年2回
の水質測定を実施した。また、環境
報告書で結果を公開した。（調査結
果は44、45ページに掲載）

Ａ

市民等が参加するモニタリン
グ、学習会、環境保全活動を行
い、地下水・湧水・河川への関
心や理解を高め、環境保全活動
を発展させる。

環境市民会議による地下水・
湧水のモニタリングや環境講
座を支援する。

環境政策課

継続

環境市民会議での地下水位測定は平
成29年度をもって終了したため、市
が実施することとなった。
市内11か所の地下水位測定を12回
行った。（調査結果は45ページに掲
載）

Ａ

３－６－１　情報
収集や環境保全活
動を連携して推進
する

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価
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意識啓発などに一定寄与しました。 

今後は、多様な生物と共生できる自然環境の保全・回復・再生活動の理解を深める啓発

活動を推進していきます。 

 

４－１ 自然環境の保全 

・水とみどりのネットワーク形成に努めます。 

・湧水等の再生とともに、大規模公園・緑地・大学の緑や住宅地の緑をつなげ、水と緑を

一体的に回復・創造していきます。 

 

 

４－２ 生物の多様性の保全 

・ボランティア等の活動を推進し、学校花壇や農園、ビオトープ等の生物の生息空間の適

正な維持管理に努めます。 

・野川の自然再生に継続して取り組みます。 

・湧水地の生きもの調査を団体や市民参加で継続し、調査結果を施策や環境教育に生かし

ます。 

 

 

４－３ 人と自然とのふれあいの確保 

・水とみどりのネットワークに沿って、遊歩道などの整備を検討します。 

・市民・団体・事業者・大学等の教育機関・市が協働して、市内の自然にふれあえる環境

学習プログラムやイベントを開催していきます。 

４－１－１　水と
緑の連続性を確保
する

大規模公園・緑地・大学の緑や
住宅地の緑をつなげ、また、湧
水等を再生させて、緑と水を一
体的に回復・創造していく。

つながりが弱い南北の水とみ
どりのネットワーク形成のあ
り方等を検討し、水とみどり
のネットワーク形成に努め
る。

環境政策課

継続

民有地の樹木及び生け垣について、
それぞれ新たに保存樹木に指定（4
本）及び生け垣の造成（2件・28
ｍ）の助成をし、みどりのネット
ワーク形成を推進した。

Ａ

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価

ボランティア等の活動を推進
し、学校花壇や農園、ビオトー
プ等の生物の生息空間の適正な
維持管理に努める。

学校花壇や農園、ビオトープ
等の適正な維持管理に努め
る。

指導室

継続

学校花壇や農園、ビオトープ等の適
正な維持管理に努めた。

Ａ

野川の自然再生に継続して取り
組む。

野川調節池の自然再生の取組
を充実していく。

環境政策課

継続

野川第一・第二調節池地区自然再生
協議会を通じて、関係機関等と連携
した。

Ａ

４－２－２　動植
物を保護する

湧水地の生きもの調査を団体や
市民参加で継続し、調査結果を
施策や環境教育に生かす。

湧水地の生きもの調査を継続
する。

環境政策課

継続

4か所、年2回6月、12月に実施し
た。（調査結果は47ページに掲載）

Ａ

４－２－１　生息
空間を保全･創出
する

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

環境基本計画体系 評価取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画
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５．公害を未然に防止する 

小金井市では、目立った公害は発生していませんが、住宅地で騒音や悪臭の苦情が発生

するなどの生活型公害は少なくありません。 

加えて、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の際に起こった原子力発電所の

事故による放射性物質の拡散は、これまでの公害とは異なった形で市民に不安を与えてき

ています。 

引き続き公害を未然に防止するため、市民みんなが身近な環境に配慮するとともに、行

政や事業者等がそれぞれ監視・測定や規制・指導・発生抑制などの必要な措置をとるよう

努めます。さらに、公害が発生した場合には、その影響を最小限に抑えるため、迅速で的

確な措置がとれる体制を充実していきます。 

また、化学物質対策におけるリスクコミュニケーションの促進やヒートアイランド対策

を推進していきます。 

【令和２年度の実績と今後の取組】 

自家用車の利用から公共交通への交通手段の転換を促進するため、CoCo バスでの IC

カード導入の準備や効果的・効率的なルート案の検討を行いました。また、化学物質の適

正管理、生活型公害への対応、放射能測定などが継続して行われ、公害の未然防止や、市

民の生活環境の保全に寄与しました。 

今後は、更なる公害対策の充実を図るとともに、生活や経済活動を行う上で発生が避け

られない騒音などについては、住民が互いの価値観を尊重しながらルールなどを話し合う

ことで解決し、安全・安心で健康に暮らせる環境を実現できるよう努めていきます。 

 

５－１ 公害対策 

・工場・指定作業場に対する排出抑制のための設備改善・設置への助成を継続します。 

・自家用車利用から公共交通の利用や徒歩・自転車への交通手段の転換を推進します。 

・公用車等に低公害車の導入を促進します。 

・工場・事業所の排水について、監視・指導を行います。 

・道路上に雨水浸透ますを設置することにより、下水管きょへの雨水流入を抑制していき

ます。 

・土壌・地下水汚染対策について、事業所等に啓発していきます。 

・汚染の未然防止に向けて、事業者による化学物質の適正管理や、除草剤等の適正使用を

４－３－１　水や
緑に親しめる遊歩
道を整備する

水とみどりのネットワークに
沿って、遊歩道などの整備を検
討する。

廃滅水路等を利用して、遊歩
道・緑道などの整備が可能か
検討する。

道路管理課

継続

遊歩道整備計画に基づき、整備可能
な遊歩道は完了している。

Ａ

４－３－２　自然
にふれあう機会を
つくる

市民・団体・事業者・大学等の
教育機関・市が協働して、市内
の自然にふれあえる環境学習プ
ログラムやイベントを開催して
いく。

市民向けの環境ワークショッ
プ等を企画し、実施する。

環境政策課

継続

環境講座（2回）を開催した。

Ｂ

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価
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指導していきます。 

・生活型公害に関する苦情処理・相談機能を充実していきます。 

・放射能問題などの新たな公害問題について現状把握に努めます。 

 

 

５－２ 有害化学物質対策 

・公共施設のシックハウス状況を測定し、改善します。 

・市民・事業者に対して化学物質の適正な使用・管理・廃棄を指導します。 

市内事業者等を対象として、地
球温暖化対策や公害防止対策等
に必要な設備導入を推進する。

小金井市小口事業資金融資
あっせん制度により、特別設
備資金のあっせんを行い、特
定金融機関から融資を受けた
際の利子及び保証料の一部を
補助する。

経済課

継続

■特別設備資金のあっせん申込み１
件
審査の結果、融資実行に至らなかっ
た。 Ｂ

自家用車利用から公共交通や徒
歩･自転車への転換促進をする。

CoCoバスの運行及び自転車
利用により自家用車の運転を
抑制する。
CoCoバスの運行ルートの見
直しを含めた総合的な検証を
行う。

交通対策課

継続

CoCoバス利用促進に向け、ICカー
ド導入の準備を進めた。
CoCoバス再編事業は、運行ルート
案について本格的な協議を重ね、基
本方針に沿って効果的・効率的な
ルート案の検討を行った。

Ｂ

公用車等に低公害車の導入を促
進する。

公用車の買い換えの際は、グ
リーン購入ガイドラインに基
づき環境負荷の少ない車両を
導入する。

環境政策課

継続

小金井市グリーン購入基本方針及び
グリーン購入ガイドラインに基づ
き、購入する際は選定を行った。 Ａ

自転車駐車場の整備・駐輪台数
の確保を推進する。

ＪＲ中央本線の高架下を含む
駅周辺への自転車駐車場の整
備を進める。

交通対策課

継続

令和元年度に新設された武蔵小金井
駅南側の民設民営自転車駐車場の一
部が自動車用駐車場に変更されたこ
とから、自転車収容台数が87台減と
なったが整備計画上の目標値は維持
している。

Ａ

アスベスト排出等作業届出受付
と現場立会いをする。

２，０００㎡以下の届出受付
を行う。

環境政策課

継続

法律に基づく届出　：2件
都条例に基づく届出：2件
市条例に基づく届出：21件 Ａ

５－１－２　水質
汚濁対策を推進す
る

工場･事業所への排水規制をす
る。

法等に基づく排水の監視及び
立入検査を実施する。

下水道課
継続

法等に基づく排水の監視及び立入検
査を実施した。 Ａ

土壌・地下水汚染対策につい
て、事業所等に啓発する。

ホームページによる情報提供
を行う。

環境政策課
継続

ホームページ等による情報提供を
行った。 Ａ

汚染の未然防止に向けて、事業
者による化学物質の適正管理
や、除草剤等の適正使用を指導
する。

広報を通じて、除草剤の適正
使用を周知する。

環境政策課

継続

ホームページ等において、化学物質
や除草剤の適正使用について情報提
供を行った。

Ａ

化学物質の適正管理を促進す
る。

化学物質取扱い事業所から使
用量報告をもらう。

環境政策課

継続

都条例報告実績：12件
市条例報告実績：5件 Ａ

低農薬で安全な作物の生産を推
奨する。

残留農薬検査に対し補助を行
い、低農薬で安全な作物の生
産を推奨する。

経済課
農業委員会 継続

■残留農薬検査
　件数：0件（申請なし）
　

Ｂ

地区計画制度、建築協定による
まちづくりを推進する。

まちづくり条例により、地区
計画制度、建築協定の作成手
続き等の支援を行う。

まちづくり
推進課

継続

支援団体：0団体（申請なし）

Ｂ

生活型公害に関する苦情処理・
相談機能を充実する。

国・都等の研修制度を利用
し、苦情処理・相談に対する
対応方法等の向上を図る。

環境政策課

継続

国、東京都及び東京都市環境・公害
事務連絡協議会主催の研修等に必要
に応じて参加した。

Ａ

放射能問題などの新たな公害問
題について現状把握に努めると
ともに学校給食等の安全性を確
保する。

空間放射線量の測定及び給食
食材放射性物質の測定結果を
ホームページ等により情報提
供する。
また、希望する市民に対し、
食品の放射能測定を、市民協
働で実施する。

環境政策課
経済課
地域安全課

継続

空間放射線量測定を市内25か所で年
１回実施した。
（環境政策課）
測定件数73件（一般市民）
（令和2年4月17日～令和2年7月2
日まで新型コロナウイルス感染拡大
防止のため測定を中止。）
（経済課）
給食食材放射性物質の測定（小中学
校264件、保育園335件）を実施
し、結果を市ホームページにより公
表した。
（地域安全課）
（調査結果は48ページに掲載）

Ｂ

５－１－３　土
壌・地下水汚染対
策を推進する

５－１－１　大気
汚染対策を推進す
る

５－１－４　その
他の生活環境への
影響を防止する

取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

環境基本計画体系 評価
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・ＰＲＴＲ制度や都の環境確保条例に基づく情報を提供します。 

・化学物質に関するデータベースを活用し、市民等への情報提供に努めます。 

・化学物質の環境リスク情報を提供していきます。 

・市民や事業者とのコミュニケーションのさらなる促進を図ります。 

 

 

５－３ ヒートアイランド対策 

・建物敷地・道路・建築物における緑化を促進します。 

・道路等の人工地盤における雨水浸透性や保水性の向上を図ります。 

・省エネルギー性能の優れた建築物の普及促進により、人工排熱の低減を図ります。 

・緑のカーテンを普及促進します。 

 

 

 

  

教室等公共施設のシックハウス
状況の調査測定・改善をする。

公共施設における机・椅子・
コンピュータ等の備品購入の
際、必要に応じてシックハウ
ス状況の調査測定を行う。

学務課
保育課

継続

現在のところ、特に基準値以上の値
は検出されていないが、引き続き検
査は随時行っていきたい。
（学務課）
購入の際、シックハウスの原因とな
る「ホルムアルデヒド」をはじめと
した有害物質をまったく使用してい
ないか、Ｆ☆☆☆☆等級の資材を使
用した商品を選定した。
（保育課）

Ａ

市民・事業者に対して化学物質
の適正な使用・管理・廃棄を指
導する。

化学物質取扱い事業所から使
用量報告をもらう。

環境政策課

継続

都条例報告実績：12件
市条例報告実績：5件

Ａ

ＰＲＴＲ制度や環境確保条例に
基づく情報提供をする。

ホームページによる情報提供
をする。

環境政策課
継続

ホームページによる情報提供を行っ
た。 Ａ

化学物質に関するデータベース
の整備・活用を行い、市民等へ
の情報提供をする。

化学物質に関する情報をホー
ムページ等により提供をす
る。

環境政策課

継続

化学物質に関する情報をホームペー
ジにより提供した。 Ａ

化学物質の環境リスク情報の公
開をする。

環境リスクに関する情報を
ホームページ等により提供す
る。

環境政策課

継続

環境リスクに関する情報をホーム
ページにより提供した。 Ａ

市民や事業者とのコミュニケー
ションの更なる充実を図る。

環境リスクに関する情報を市
民・事業者と共有する。

環境政策課

継続

ホームページや設置チラシによる情
報提供、また、窓口対応時における
情報交換等を行った。 Ａ

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価

５－２－２　リス
クコミュニケー
ションを促進する

５－２－１　化学
物質を適正管理す
る

建物敷地・道路・建築物におけ
る緑化を促進する。

小・中学校（6校）の運動場
芝生維持管理を進める。

庶務課
道路管理課

継続

小・中学校（6校）の運動場芝生維持
管理を行った。
（庶務課）

Ａ

道路等の人工地盤における雨水
浸透性や保水性の向上を図る。

歩道の透水性舗装を促進す
る。
雨水貯留施設（雨水タンク）
の設置を推進し、打ち水の取
組を奨励する。

道路管理課
環境政策課

継続

市道1号線に透水性アスファルト50
㎡を舗装した。
都市計画道路の整備の際に透水性ILB
374㎡を舗装した。
（道路管理課）
雨水貯留施設8件に補助を行った。
（環境政策課）

Ａ

省エネルギー性能の優れた建築
物の普及促進により、人工排熱
の低減を図る。

公共施設等においてエクセル
ギーを有効に活用する。

環境政策課

継続

公共施設の新築や改修においては、
極力、省エネルギー性能の高いもの
になるよう呼びかけている。 Ａ

５－３－２　緑の
保全・壁面緑化等
を普及促進する

緑のカーテンを普及促進する。 公共施設を対象に屋上緑化・
壁面緑化を推進する。

庶務課
環境政策課

継続

環境楽習館で緑のカーテンを行っ
た。
（環境政策課）

Ｂ

取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価環境基本計画体系

５－３－１　建物
敷地・道路･建築
物のコンクリート
面やアスファルト
舗装を見直す
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６．小金井らしい景観をつくる 

「小金井らしい景観」について、多くの人の合意した共通理解はありません。環境要素

として価値のある水と緑が一体となった景観や文化遺産を含め、「小金井らしい景観」とは

何かについて市民とともに考え、共通認識を形成することが必要です。多くの市民が小金

井らしさを感じる国分寺崖線や農地、屋敷林などの緑、自然とのつながりの中で形成され

てきた有形・無形の文化遺産の保全に努めます。 

【令和２年度の実績と今後の取組】 

不法投棄や農地のパトロール、ごみ出しや屋外広告のマナー啓発等のまちなみを美しく

保つための取組を継続して行い、景観の確保に寄与したほか、文化財センター通信（無償

頒布）及び文化財ブックレット（有償頒布）を発刊し地域の文化遺産の市民周知を図りま

した。 

今後も引き続き、現状の取組を継続しながら、自然資源、歴史的・文化的資源を保全・

活用し、周辺との調和が図られた「小金井らしさ」の残るまちづくりに努めていきます。 

 

６－１ 小金井らしい景観の確保 

・国分寺崖線や農地、屋敷林などを保全・活用していきます。 

・指定開発事業においては、環境配慮指針に基づき小金井らしい景観を守り、環境負荷の

少ない施設整備を進めていきます。 

・ポイ捨ての防止などの普及啓発活動を促進させ、環境美化活動を継続します。 

・ごみ出しマナーの向上に向けた普及啓発活動を継続します。 

・屋外広告物のマナーの向上に向けた普及啓発活動を継続します。 

・アダプトプログラムを推進します。 

 

国分寺崖線や農地、屋敷林な
どを保全し、活用していく。

環境保全緑地や保存樹木
の指定等を行い、緑地の
保全を図る。

環境政策課
農業委員会

継続

生産緑地は減少したものの、環境
保全緑地については、下記の内容
を指定した。
環境緑地：47,795.21㎡
公共緑地：4,150.76㎡
保存樹木：824本
保存生垣：4,173.60ｍ
（環境政策課）
■農地利用状況調査
　期間：8月～10月
巡回したところ、管理不十分農地
があり指導を行った。引き続き巡
回を実施し、管理不十分農地があ
れば指導を行う。
（農業委員会）

Ｂ

指定開発事業においては、環
境配慮指針に基づき小金井ら
しい景観を守り、環境負荷の
少ない施設整備を進めてい
く。

指定開発事業にあたって
は、事業者に環境配慮指
針に適合するような計画
にするよう指導の徹底を
図る。

まちづくり
推進課
環境政策課

継続

指定開発事業において環境配慮指
針に基づく宅地内緑化実施件数：
6件
（まちづくり推進課・環境政策
課）

Ａ

６－１－１　小
金井らしい景観
を保全する

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実
施内容等）

評価
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６－２ 文化遺産の保全 

・現地視察などを通じて、文化遺産とふれあい、親しむ機会を提供していきます。 

・玉川上水・五日市街道等の歴史的風致や浴恩館等の史跡の活用に向けて情報提供を行い

ます。 

・水田・用水路復活としての自然再生事業を支援します。 

 

ポイ捨ての防止などの普及啓発
活動を促進させ、環境美化活動
を継続する。

定期的なパトロールの実施及
び不法投棄厳禁・ポイ捨て禁
止等の啓発看板を設置する。

ごみ対策課

継続

不法投棄が多い箇所へのパトロール
実施。市民への各種啓発看板の配布
を実施。
路上禁煙地区については、清掃活動
の実施及び路面標示を設置。

Ａ

ごみ出しマナーの向上に向けた
普及啓発活動を継続する。

市報・市ホームページ・アプ
リ等広報媒体を活用した周知
を行い、ごみ出しマナーの向
上に努める。

ごみ対策課

継続

カレンダー、市報、市ホームペー
ジ、チラシ、アプリ及びツイッター
を活用してマナー向上の啓発を実施
したほか、排出マナーの悪い事業所
等への直接指導を実施。また、外国
語（ベトナム語）のごみ分別チラシ
を新たに作成した。

Ａ

屋外広告物のマナーの向上に向
けた普及啓発活動を継続する。

パンフレットを作成し配布す
る。

道路管理課

継続

違反処理による除却枚数：はり紙
397枚、はり札等72枚、広告旗6
枚、立看板等12枚

Ａ

アダプトプログラムを推進す
る。

アダプトプログラムによる環
境美化サポーター制度の活用
促進や、新たなプログラムの
開発を推進する。

企画政策課
環境政策課
道路管理課
ごみ対策課

継続

関係課へ情報提供をしている。
（企画政策課）
環境美化サポーターとして新たに2団
体と協定を結び、公園の環境美化を
協働により取り組んだ。
（環境政策課）
団体及び個人により市道等の清掃が
行われている。会員数は402名。市
民との協働による環境美化活動を推
進したい。
（道路管理課）

Ａ

評価環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

６－１－２　まち
なみを美しく保つ

現地見学などを通じて、文化
財とふれあい、情報や親しむ
機会を提供する。

文化財センターでの展
示、各種講座、文化財・
史跡めぐりをテーマとし
たまち歩き等を実施す
る。

生涯学習課

継続

文化財センター通信（無償頒布）
及び文化財ブックレット（有償頒
布）を発刊したことにより地域の
文化遺産の市民周知を図った。
企画展、文化財講演会、地域史講
座、史跡めぐりは、新型コロナウ
イルスの感染拡大拡大防止のため
開催中止。

Ｂ

農地・屋敷林・社寺・ハケの
緑地の保全をする。

緑地保全については関係
課と相互の調整を図る。
法に基づく適正な農地の
肥培管理を促す。
制度を活用した保全を図
る。
農地・屋敷林等につい
て、所有者と保全に向け
た調整を図る。

経済課
農業委員会
環境政策課

継続

■農地利用状況調査
　期間：8月～10月
巡回したところ、管理不十分農地
があり指導を行った。引き続き巡
回を実施し、管理不十分農地があ
れば指導を行う。
（農業委員会）
みどりの基本計画の改定に伴い、
庁内の推進本部を立ち上げ、今後
の緑地保全の取組について検討し
た。
（環境政策課）

Ｂ

玉川上水や浴恩館等の史跡の
保全・活用に向けて情報提供
や親しむ機会を作る。

文化財センターで文化財
等の企画展を開催するこ
とや文化財めぐりで現地
を見てもらう。

生涯学習課

継続

玉川上水・小金井桜整備活用計画
の説明を付したパンフレット「名
勝小金井（サクラ）」を作成、さ
らに市報特集号に事業成果を掲載
することにより、事業及び名勝小
金井（サクラ）の市民周知を図っ
た。季節展は新型コロナウイルス
の感染拡大予防のため開催中止と
なった。

Ｂ

水田・用水路復活としての自
然再生事業を支援する。

野川自然協議会に参加
し、野川調節池での自然
再生事業に係る活動の運
営を支援する。

環境政策課

継続

野川調節池での自然再生事業に係
る活動支援施設への支援を行っ
た。 Ａ

６－２－１　文
化遺産を保全・
継承する

６－２－２　文
化遺産をまちづ
くりに生かす

環境基本計画体系 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実
施内容等）

評価取組項目



第３章 基本計画の取組の進捗状況 

 28                

７．ごみを出さない暮らしとまちをつくる 

ごみの処理・処分は、地域環境・地球環境に負荷が生じる一方で、事務事業におけるコ

スト増加につながります。 

ごみ減量をさらに進めるためには、市民・事業者・行政の連携を強化するとともに、ご

みを出さないライフスタイルを推進し、発生抑制を最優先とした３Ｒの取組を実践するこ

とが重要です。そして、使えるものは何度でも使うリユースと、分別を徹底し、資源にな

るものを捨てずに再生して利用するリサイクルに努めることが重要です。 

【令和２年度の実績と今後の取組】 

発生抑制を最優先とした３Ｒの推進に向けて、「ごみを出さないライフスタイルの推進」

を優先的に実施することとしています。 

日野市内にある浅川清流環境組合可燃ごみ処理施設が令和２年４月から本格稼働しまし

た。燃やすごみの処理に一定の目途がついたこの令和２年度を一つの区切りと考え、令和

３年４月より「ごみ非常事態宣言」に変わる新たなスローガン「循環型都市『ごみゼロタ

ウン小金井』～ごみを出さないライフスタイルへ～」を設定しました。 

本市は、市民の方々のご協力により、人口１０万人以上５０万人未満の市町村において、

１人１日当たりのごみ排出量が最も少なく、リサイクル率も第２位という高い数値を維持

しておりますが（環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（令和元年度）について」よ

り）、施設周辺住民をはじめとした関係者の負担を軽減するため、今後も引き続き３Ｒを推

進し、更なるごみの減量に取り組みます。 

 

７－１ ごみを出さない 

・簡易包装や量り売りの励行等による包装材の削減、レジ袋の削減等を奨励します。 

・分別等の指導により、ごみの減量及び資源化を促進させます。 

・ごみを出さないライフスタイルを普及啓発していきます。 

・ごみを出さないこと（発生抑制）を最優先とし、リユース、リサイクルを意識した行動

を実践することができるように、啓発活動を強化します。 

・ごみをテーマとした環境学習の場を提供していきます。 

 

簡易包装や量り売りの励行等に
よる包装材の削減、レジ袋の削
減等を奨励する。

市報・市ホームページ等広報
媒体を活用して、ごみになる
ものはもらわない・買わない
取組やリサイクル推進協力店
認定制度の周知を図る。

ごみ対策課

継続

令和2年度末現在16店舗認定。ごみ
リサイクルカレンダー、市報ごみ減
量・リサイクル特集号及び市ホーム
ページで、リサイクル推進協力店の
情報を掲載。

Ａ

分別等の指導により、ごみの減
量及び資源化を促進させる。

事業所の排出状況調査及び分
別等の指導を行う。

ごみ対策課

継続

事業所へのごみ減量と資源化につい
て指導を継続する。新型コロナウイ
ルス感染拡大の影響により事業所実
地調査を実施することができなかっ
た。

Ｂ

マイバック持参を奨励する。 消費生活展等において、引き
続き、啓発用グッズを配布
し、マイバッグ持参を奨励す
る。

経済課

継続

消費生活展及び消費者ルームまつり
は新型コロナウイルス感染拡大防止
のため中止。
出前講座にて啓発グッズ、エコバッ
グを配布。

Ｂ

評価環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

７－１－１　ごみ
になるものはもら
わない・買わない
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７－２ 資源循環の推進 

・リユース（再使用）に取り組むための情報を提供していきます。 

・ごみの分別の徹底を図ります。 

・販売事業者に対してトレイ等の自主回収・処理を継続的に働きかけていきます。 

・品目別のリサイクルのルート構築に取り組みます。 

・市民が効果を実感できるリサイクルのあり方を引き続き検討します。 

・グリーン購入を周知し、普及啓発を進めます。 

・市の事務事業では、グリーン購入に率先して取り組みます。 

 

ごみを出さないライフスタイル
の普及啓発をする。

市報・市ホームページ等広報
媒体での周知、キャンペーン
の実施及びイベントへの出展
等により、ごみを出さないラ
イフスタイルを推進する。

ごみ対策課

継続

市報特集号（年4回）、市ホームペー
ジ、ごみ減量アプリ等広報媒体によ
り、３Rのうちリデュース（発生抑
制）を最優先に考え、取り組んでい
ただくために普及啓発活動を行っ
た。

Ｂ

ごみを出さないこと（発生抑
制）を最優先とし、リユース、
リサイクルを意識した行動を実
践することができるよう、啓発
活動を強化する。

市報・市ホームページ等広報
媒体での周知、キャンペーン
の実施及びイベントへの出展
等により、発生抑制を最優先
とした３Ｒ（発生抑制、リ
ユース、リサイクル）を推進
する。

ごみ対策課

継続

市報ごみ減量・リサイクル特集号及
び市ホームページで情報を提供。

Ａ

ごみをテーマとした環境学習の
場を提供する。

小・中学校や町会・自治会・
子供会等へ市職員を講師とし
て派遣する出張講座を実施す
る。

ごみ対策課

継続

出張講座（3回）等で啓発活動を実
施。

Ｂ

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価

７－１－２　ライ
フスタイルを変え
る

リユース（再使用）に取り組む
ための情報を提供する。

市報・市ホームページ等広報
媒体を活用して、リユース施
策等の情報を提供する。
また、家庭で使わなくなった
物を譲りたい方、譲ってほし
い方に利用してもらうため、
不用品交換コーナーの活用を
市報等で周知する。

ごみ対策課
経済課

継続

市報ごみ減量・リサイクル特集号及
び市ホームページで情報を掲載。
（ごみ対策課）
リサイクルバザー、おもちゃの病
院、食器リユースについてはいづれ
も新型コロナウイルス感染拡大防止
のため実施しなかった。
不用品交換コーナー<常設>登録件数
５６件
（経済課）

Ｂ

市民が効果を実感できるリサイ
クルのあり方を引き続き検討す
る。

消費者団体の取組みを支援
し、再利用・再資源・省資源
化を推進する。

経済課

継続

新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため食器リユースは実施しなかった
ため回収量は０㎏

Ｃ

環境学習関連資料を提供する。 環境教育にかかわる資料を学
校に提供する。

指導室
継続

環境教育に資する資料を学校に提供
した。 Ａ

ごみの分別の徹底を図る。 清掃指導員による分別指導を
強化する。

ごみ対策課

継続

市民からの要望等があった際に随時
清掃指導員を派遣し、分別相談及び
指導を行った。

Ａ

販売事業者に対してトレイ等の
自主回収を継続的に働きかけ
る。

自主回収・自主処理を行う店
頭回収事業所の拡大に向け
て、事業所への働きかけを行
う。

ごみ対策課

継続

広報媒体により自主回収をPRした。

Ｂ

品目別のリサイクルのルート構
築に取り組む。

効率的な資源化ルートを構築
し有効利用先を確保する。

ごみ対策課

継続

適切で効果的な資源化ルートを確保
し資源化を行った。また関係機関と
の情報交換に努め、新たな資源化
ルートについても随時調査、研究を
実施している。

Ａ

グリーン購入を周知し、普及啓
発を進める。

ホームページ等を活用し、市
民・事業者等にグリーン購入
についての普及啓発を図る。

環境政策課

継続

令和元年度グリーン購入実績ととも
にグリーン購入ガイドライン・基本
方針をホームページに掲載し、普及
啓発を図った。

Ａ

市の事務事業では、グリーン購
入に率先して取り組む。

庁内のグリーン購入実績を
ホームページで公表し市の取
組として報告する。

環境政策課

継続

令和元年度グリーン購入実績をホー
ムページに新たに掲載した。

Ａ

評価環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

７－２－３　グ
リーン購入を推進
する

７－２－２　分別
排出・回収の取組
を強化する

７－２－１　リ
ユースを促進する
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７－３ 適正な処理 

・ごみ収集車両等には、環境負荷の少ない車両の導入に努めます。 

・一般廃棄物の減量や適正処理を徹底し、廃棄物処理による環境負荷を削減します。 

・燃やすごみの共同処理を目指し、新可燃ごみ処理施設の整備を行います。 

・不燃・粗大ごみ処理施設のあり方を検討します。 

 

 

７－４ 有機性資源の有効利用 

・生ごみ減量化処理機器の普及を図ります。 

・堆肥化施策による生ごみの資源化を推進します。 

・枝木・雑草類・落ち葉等の有効利用を推進します。 

 

ごみ収集車両等には、環境負
荷の少ない車両の導入に努め
る。

ごみ収集車両の買い換え
の際には、環境負荷の少
ない車両を購入する。

ごみ対策課

継続

直営については導入実績無しだ
が、委託は買い替えの際に導入し
ている。

Ａ

一般廃棄物の減量や適正処理
を徹底し、廃棄物処理による
環境負荷を削減する。

収集された不燃系ごみの
徹底した選別を行い、資
源化処理を図る。

ごみ対策課
(中間処理
場）

継続

令和2年度埋立処理量 0kg
令和2年度中間処理場施設資源化
量　3,194,030kg

Ａ

可燃ごみの共同処理に向け
て、新可燃ごみ処理施設の整
備を行う。

浅川清流環境組合（構成
市：日野市、国分寺市、
小金井市）で実施する新
可燃ごみ処理施設整備・
運営事業が円滑に進むよ
う、構成市として与えら
れた責任を果たす。

ごみ対策課 浅川清流環境組合において、可燃
ごみ処理施設が令和２年４月から
本格稼働を開始した。
本市は組合構成団体として与えら
れた責任を果たした。

不燃・粗大ごみ処理施設のあ
り方を検討する。

清掃関連施設整備基本計
画に基づき、施設整備予
定地周辺住民のご意見も
伺い、施設整備事業に取
り組む。

ごみ対策課

継続

二枚橋焼却場跡地に整備する不
燃・粗大ごみ積替え・保管施設に
ついては、設計業務を完了し、給
水管敷設工事を含む、準備工事を
行った。
また、工事着工に先立ち、施設周
辺住民及び全市民向けに工事説明
会を開催した。
中間処理場に整備する資源物処理
施設については、令和３年度実施
予定の制限付き一般競争入札に必
要となる発注仕様書及び事業者の
選定のための選定基準の作成を進
めた。

Ａ

７－３－１　環
境負荷の少ない
収集運搬・中間
処理・最終処分
を目指す

７－３－２　新
たな処理施設の
あり方を検討す
る

具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実
施内容等）

評価環境基本計画体系 取組項目

生ごみ減量化処理機器の普及を
図る。

市報・市ホームページ等広報
媒体を活用して、生ごみ減量
化処理機器購入費補助制度を
広く周知する。

ごみ対策課

継続

令和2年度実績　386件
（電動式367件、手動式5件、コン
ポスト14件） Ａ

堆肥化施策による生ごみの資源
化を推進する。

生ごみ堆肥化施策を推進し、
有機性資源の有効利用を推進
する。

ごみ対策課

継続

市立小中学校等に設置している生ご
み処理機、戸別回収及び拠点回収に
より生ごみ乾燥物を回収した（回収
量40,780kg)。

Ａ

学校樹木の剪定・枝葉資源化事
業をする。

剪定枝・落葉・雑草を堆肥化
し燃やすごみを減量する。

学務課
保育課

継続

チップマシーンにより各学校でチッ
プ化している。また、チップ化でき
ない太枝については、請負業者がリ
サイクルしている。
（学務課）
落葉等を腐葉土として、畑作りや花
壇に使用した。
（保育課）

Ａ

公園・街路樹等の剪定を行い、
枝葉を利用する。

剪定枝のチップ化を行い、緑
のリサイクルに努める。
また、街路樹の管理委託業者
に、発生した枝葉等は自らリ
サイクル（チップ化等）に努
めるように指示する。

環境政策課
道路管理課

継続

剪定枝のチップ化したものを、市の
公園緑地の敷き均し材として使用。
（環境政策課）
再利用ができる施設に搬入するよう
に指示した。
搬入量119.4ｔ
（道路管理課）

Ａ

７－４－１　生ご
みの堆肥化利用を
促進する

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

７－４－２　剪定
枝等の資源化を推
進する

評価
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８．地域から地球環境を保全する 

地球温暖化対策は、世界各国が連携して推進するグローバルな環境保全活動も重要です

が、市民・事業者・行政がそれぞれの立場から省エネルギー、再生可能エネルギーを考慮

した生活・事業の取組を進め、地域が一体となって行動することが極めて重要です。 

小金井市では、「小金井市地球温暖化対策地域推進計画」の見直しを行い、計画をさらに

推進していきます。また、再生可能エネルギー等の導入促進などによって、地球規模の環

境の悪化につながる行動を見直し、地球市民として積極的に環境保全活動に参画する環境

にやさしい仕組みづくりを進め、地域から地球環境への負荷の軽減を図ります。 

【令和２年度の実績と今後の取組】 

環境行動チェックリストに基づいた庁内の環境行動のチェック、公共施設の照明ＬＥＤ

化、一般家庭への再生可能エネルギー等の導入促進等、地球温暖化対策の一環となる取組

を継続して行いました。 

今後は、ZEH（断熱性能等の向上や高効率な設備システムの導入等により、年間の一次

エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した住宅）や省エネ型建築物に関する情

報提供や再生可能エネルギーの普及啓発、更なる省エネを呼び掛けていきます。 

 

８－１ 地球温暖化の防止 

・地球温暖化対策地域推進計画に基づいて、地球温暖化対策を総合的に推進します。 

・電気・ガス・水を節約します。 

・自動車の運行によって排出される二酸化炭素の排出削減を目指します。 

・エネルギーを削減するライフスタイルの普及啓発活動を促進します。 

・公共施設への再生可能エネルギー利用設備の導入に努めます。 

・住宅に対する再生可能エネルギー等利用設備の導入を支援します。 

・自転車駐車場の整備とともに自転車利用を促進するなど、自動車に依存しない、環境に

配慮した都市整備を進めます。 

・公共施設整備において、省資源・省エネルギー・雨水浸透・雨水利用・緑化・再生可能

エネルギー活用等による環境配慮事業を促進します。 

公園の枯葉を堆肥にして、農家
に提供する。

緑のリサイクルをする。
情報の共有化を図る。
※東京電力福島第一原子力発
電所の事故により放射性物質
が原子炉から大気中に放出さ
れたため、落葉堆肥の生産・
流通については国から自粛す
るよう通知がなされている。
状況により事業を再開する。

環境政策課
農業委員会

継続

国からの落葉堆肥の生産・流通につ
いての自粛要請に従い、事業は実施
しなかった。緑のリサイクルについ
ては情報共有を図った。
（環境政策課・農業委員会） Ｂ

枝木・雑草類・落ち葉の有効利
用を図る。

市報・市ホームページ等広報
媒体を活用して周知に努め、
可燃ごみの減量に繋がる枝
木・雑草類・落ち葉の更なる
有効利用を図る。

ごみ対策課

継続

令和2年度回収量実績　1,597,420
㎏

Ａ

評価

７－４－２　剪定
枝等の資源化を推
進する

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）
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・建築物等におけるエネルギー負荷の削減を促進します。 

・既存の緑や河川等の水辺を生かして、まちの東西・南北に水とみどりのネットワークの

形成を図ります。 

・指定開発事業について、環境配慮指針に基づき、事業計画を指導していきます。 

 

８－１－１　地球
温暖化対策を推進
する

地球温暖化対策地域推進計画に
基づいて、地球温暖化対策を総
合的に推進する。

地球温暖化対策実行計画（市
役所版）を推進し、庁内の温
室効果ガスを削減する。

環境政策課

継続

市公共施設からの温室効果ガス排出
量　5,401,685㎏（基準年比
15.3％増加） Ｂ

電気・ガス・水を節約する。 庁内の電気・ガス・水道を節
約する。

全課

継続

前年度増減率の数値
電気使用量
前年度比　5.89％増
ガス使用量
前年度比　3.70％増
上下水道量
前年度比　1.57％減

Ｂ

自動車の運行によって排出され
る二酸化炭素の排出削減を目指
す。

庁舎間あるいは公共施設間の
移動には、徒歩や自転車利用
のほか公共交通機関の利用に
努め、市民・事業者に対して
も公共交通機関の利用を促進
する。また、エコドライブ教
習会を実施する。

環境政策課
交通対策課

継続

エコドライブ教習会を中止した。
道路管理課監察車を電気自動車に入
れ替えた。
（環境政策課）
CoCoバス利用促進に向け、ICカー
ド導入の準備を進めた。
CoCoバス再編事業は、運行ルート
案について本格的な協議を重ね、基
本方針に沿って効果的・効率的な
ルート案の検討を行った。
（交通対策課）

Ｂ

エネルギーを削減するライフス
タイルの普及啓発活動を促進す
る。

環境行動指針のチェックシー
トを活用する。

環境政策課

継続

新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため環境フォーラムは中止となり、
環境行動指針の配布ができなかっ
た。

Ｃ

公共施設への再生可能エネル
ギー利用設備の導入に努める。

公共施設の建設・改修工事で
は、環境に配慮した施設整備
を促進するとともに、建替え
や大規模改修の際には、太陽
光発電・雨水貯留施設等の設
置を検討する。

関係各課

継続

公共施設の建設・改修工事等がなかっ
た。

Ｃ

住宅に対する再生可能エネル
ギー等利用設備の導入を支援す
る。

住宅用新エネルギー機器等普
及促進補助金により、住宅に
おける再生可能エネルギー機
器等の設置を支援する。
また、小金井市増改築資金
あっせん制度により、自己の
居住する家屋の増改築、太陽
光発電設備等の設置を行う市
民に、その資金の一部の融資
をあっせんし、利息の助成を
行う。

環境政策課
まちづくり
推進課

継続

燃料電池
59件　2,950,000円
太陽光発電設備
27件　2,526,000円
蓄電池システム
39件　　1,950,000円
（環境政策課）
小金井市住宅増改築資金融資あっせ
ん制度申請件数
新規：0件
継続：0件
（まちづくり推進課）

Ｂ

自転車駐車場の整備とともに自
転車利用を促進するなど、自動
車に依存しない、環境に配慮し
た都市整備を進める。

公道上にある放置自転車等を
継続的に撤去し、駐車秩序の
確立を図る。

交通対策課

継続

撤去台数：1,119台（前年度1,556
台）

Ａ

公共施設整備において、省資
源・省エネルギー・雨水浸透・
雨水利用・緑化・再生可能エネ
ルギー活用等による環境配慮事
業を促進する。

公共施設の整備に際して、環
境に配慮した施設整備を促進
するとともに、建替えや大規
模改修の際には、太陽光発
電・風力発電の設置を検討す
る。

関係各課

継続

小金井市立小金井第三小学校給食室
改修工事(LED照明58台設置,高効率
空調用機器設置GHP4台)、小金井市
本町児童館改修工事(高効率空調用機
器設置ACP9台)、小金井市立緑中学
校トイレ改修工事(LED照明15台設
置)、小金井市総合体育館大規模改修
工事（第２期）(LED照明675台設
置、高効率空調用機器設置GHP3
台)、小金井市立東小学校トイレ改修
工事(LED照明12台設置)、空缶・古
紙等処理場改修工事(LED照明6台設
置)
（建築営繕課）

Ａ

建築物等におけるエネルギー負
荷の削減を促進する。

断熱性能向上やエクセルギー
の有効活用など、住宅等にお
ける省エネ対策を促進する。
また、雨水を生かしたまちづ
くりをめざし、雨水浸透ま
す・雨水貯留施設の設置を推
進する。

環境政策課
下水道課

継続

補助金により雨水貯留施設の設置を
推進した。8件、158,360円
（環境政策課）
雨水浸透ますについて、昭和63年8
月以前の既存建築物に設置する場
合、助成金を交付した。
申請件数3件・浸透ます8個
（下水道課）

Ｂ

８－１－４　エネ
ルギーの使用削減
を目指した低炭素
まちづくりを推進
する

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価

８－１－３　エネ
ルギーを創出する
（再生可能エネル
ギー）

８－１－２　エネ
ルギー利用に伴う
環境負荷を削減す
る
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８－２ オゾン層の保護 

・オゾン層を破壊するフロン類の適正な回収・処理を促進します。 

 

 

８－３ その他の地球環境保全 

・市報等を通じ、市民や事業者が地球環境に負荷を与える行動を見直すための情報提供を

行います。 

・多摩産木材の利用を推進します。 

・小金井市における環境保全の取組の推進・活性化に向けて、国際的な取組の動向に関す

る情報収集に努めます。 

 

 

既存の緑や河川等の水辺を生か
して、まちの東西・南北に水と
みどりのネットワークの形成を
図る。

温室効果ガス吸収源として、
崖線・農地・屋敷林・寺社林
等の緑を保全する。

環境政策課

継続

環境緑地制度等を用いて崖線上のみ
どり(40,620.16㎡)や公園、農地、
屋敷林を継続して保全を図った。 Ａ

指定開発事業について、環境配
慮指針に基づき、事業計画を指
導していく。

指定開発事業には、小金井市
環境配慮計画書の提出を事業
者に求め、環境に配慮した開
発事業を指導する。

まちづくり
推進課
環境政策課 継続

指定開発事業の同意協議において、
環境配慮計画書の提出を求めた。
提出件数：14件
（まちづくり推進課・環境政策課）

Ａ

具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価

８－１－４　エネ
ルギーの使用削減
を目指した低炭素
まちづくりを推進
する

環境基本計画体系 取組項目

８－２－１　フロ
ン類を適正回収す
る

オゾン層を破壊するフロン類の
適正な回収・処理を促進する。

フロン回収業者に対し、フロ
ン類が適正に回収・処理され
るよう情報提供を行う。

環境政策課

継続

市民・事業者にフロン類の適正な回
収についてチラシ等で情報提供を
行った。

Ａ

評価環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

８－３－１　地球
環境に負荷を与え
る行動を見直す

市報等を通じ、市民や事業者が
地球環境に負荷を与える行動を
見直すための情報提供を行う。

環境行動指針を提供し、地球
環境破壊につながる行動の見
直しを啓発する。

環境政策課

継続

ホームページからのダウンロードに
よる提供を行った。

Ｂ

８－３－２　森林
資源を保護する

多摩産木材の利用を推進する。 公共施設の増改築において、
積極的に多摩産木材を採用す
る。

関係各課

継続

未実施

Ｃ

８－３－３　環境
問題を通じた国際
交流に積極的に参
加する

小金井市における環境保全の取
組の推進・活性化に向けて、国
際的な取組の動向に関する情報
収集に努める。

国際交流を進めている地元大
学と連携して、小金井市の環
境や保全活動の情報を発信す
る。

環境政策課

継続

未実施（新型コロナウイルス感染拡
大防止のため）

Ｃ

環境基本計画体系 取組項目 具体的内容 課名
Ｒ２年度
実施計画

Ｒ２年度実績（具体的な数値・実施
内容等）

評価


